
連 結 貸 借 対 照 表
(2026年３月31日現在) （単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（資産の部） （負債の部）

流 動 資 産 29,508,983 流 動 負 債 15,030,898
現 金 及 び 預 金 6,338,890 支 払 手 形 11,793
受 取 手 形 49,252 電 子 記 録 債 務 986,910
完 成 工 事 未 収 入 金 20,196,471 工 事 未 払 金 5,059,609
未 成 工 事 支 出 金 2,223,184 短 期 借 入 金 2,050,000
材 料 貯 蔵 品 166,425 １年内償還予定の社債 40,000
そ の 他 562,100 未 払 費 用 3,686,705
貸 倒 引 当 金 △27,341 未 払 法 人 税 等 733,415

未 成 工 事 受 入 金 1,536,456
完 成 工 事 補 償 引 当 金 8,000

固 定 資 産 17,602,743 工 事 損 失 引 当 金 61,974
有 形 固 定 資 産 6,635,161 そ の 他 856,033
建 物 及 び 構 築 物 3,577,345
工 具、 器 具 及 び 備 品 95,873 固 定 負 債 1,946,916
土 地 2,683,130 社 債 40,000
そ の 他 278,812 繰 延 税 金 負 債 376,036

役 員 退 職 引 当 金 28,074
無 形 固 定 資 産 149,206 退 職 給 付 に 係 る 負 債 1,302,609
投 資 そ の 他 の 資 産 10,818,375 そ の 他 200,195
投 資 有 価 証 券 9,496,047 負 債 合 計 16,977,815
関 係 会 社 株 式 1,111,338 （純資産の部）従 業 員 長 期 貸 付 金 28,635
長 期 保 証 金 154,165 株 主 資 本 25,159,235
そ の 他 135,000 資 本 金 2,204,000
貸 倒 引 当 金 △106,812 資 本 剰 余 金 1,894,301

利 益 剰 余 金 21,099,966
自 己 株 式 △39,033
その他の包括利益累計額 4,832,160
その他有価証券評価差額金 4,677,510
退職給付に係る調整累計額 154,650
非 支 配 株 主 持 分 142,516
純 資 産 合 計 30,133,912

資 産 合 計 47,111,727 負 債 ・ 純 資 産 合 計 47,111,727
（注） 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。



連 結 損 益 計 算 書
(20252026

年
年
４
３
月
月
１
31
日から
日まで) （単位：千円）

科 目 金 額
売 上 高

完 成 工 事 高 38,192,043
兼 業 事 業 売 上 高 295,542 38,487,585

売 上 原 価
完 成 工 事 原 価 30,193,621
兼 業 事 業 売 上 原 価 81,730 30,275,351

売 上 総 利 益
完 成 工 事 総 利 益 7,998,422
兼 業 事 業 総 利 益 213,811 8,212,234

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 6,682,943
営 業 利 益 1,529,290
営 業 外 収 益

受 取 利 息 3,302
受 取 配 当 金 162,597
持 分 法 に よ る 投 資 利 益 188,078
そ の 他 63,626 417,604

営 業 外 費 用
社 債 発 行 費 454
支 払 利 息 25,512
そ の 他 4,778 30,745

経 常 利 益 1,916,149
特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 383 383
特 別 損 失

固 定 資 産 除 売 却 損 25,403
そ の 他 特 別 損 失 9,746 35,149

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 1,881,384
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 794,526
法 人 税 等 調 整 額 △289,587 504,939
当 期 純 利 益 1,376,444
非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 1,682
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 1,374,761

（注） 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。



連結株主資本等変動計算書

(20252026
年
年
４
３
月
月
１
31
日から
日まで) （単位：千円）

株 主 資 本
資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計

2025 年 ４ 月 １ 日 残 高 2,204,000 1,894,301 19,952,880 △38,715 24,012,466
連結会計年度中の変動額
剰 余 金 の 配 当 − − △227,674 − △227,674
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 − − 1,374,761 − 1,374,761

自 己 株 式 の 取 得 − − − △318 △318
株主資本以外の項目の
連結会計年度中の変動額（純額） − − − − −

連 結 会 計 年 度 中 の
変 動 額 合 計 − − 1,147,086 △318 1,146,768

2026 年 ３月 31 日残高 2,204,000 1,894,301 21,099,966 △39,033 25,159,235

（単位：千円）
そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額

非支配株主持分 純資産合計その他有価証券
評価差額金

退職給付に係る
調整累計額

その他の包括利益
累計額合計

2025 年 ４ 月 １ 日 残 高 2,179,027 112,333 2,291,360 120,442 26,424,269
連結会計年度中の変動額
剰 余 金 の 配 当 − − − − △227,674
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 − − − − 1,374,761

自 己 株 式 の 取 得 − − − − △318
株主資本以外の項目の
連結会計年度中の変動額（純額） 2,498,483 42,316 2,540,800 22,074 2,562,874

連 結 会 計 年 度 中 の
変 動 額 合 計 2,498,483 42,316 2,540,800 22,074 3,709,642

2026 年 ３月 31 日残高 4,677,510 154,650 4,832,160 142,516 30,133,912
（注） 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。



連 結 注 記 表

【１】連結計算書類を作成するための基本となる重要な事項等
1． 連結の範囲に関する事項
（1）連結子会社 ４社

緑邦産業株式会社、邦友電気工業株式会社、
株式会社事業開発社、株式会社ＪＴＥ

（2）非連結子会社
該当事項はありません。

2． 持分法の適用に関する事項
（1）持分法適用会社

関連会社 １社
富士通東邦ネットワークテクノロジー株式会社

（2）持分法を適用しない非連結子会社又は関連会社
該当事項はありません。

3． 連結子会社の事業年度に関する事項
連結子会社の決算日は連結決算日と同一であります。

【２】重要な会計方針に係る事項に関する注記
1． 資産の評価基準及び評価方法
（1）有価証券の評価基準及び評価方法
① 満期保有目的の債券

償却原価法（定額法)
② その他有価証券

市場価格のない株式等
以外のもの

……決算日の市場価格に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法
により処理し、売却原価は移動平均法により算定)

市場価格のない株式等 ……移動平均法による原価法
（2）棚卸資産の評価方法

評価基準は原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法により算定）
① 未成工事支出金 個別法
② 材料貯蔵品 移動平均法



2． 固定資産の減価償却の方法
（1）有形固定資産（リース資産を除く）

定率法（ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備は除く）並びに2016年４月１
日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法によっております。）
主な耐用年数
建物・構築物 ８年〜50年
その他 ３年〜10年

（2）無形固定資産（リース資産を除く）
自社利用のソフトウエアについては社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法

（3）リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零として算定する定額法によっております。

3． 引当金の計上基準
（1）貸倒引当金

債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に基づき、貸倒懸念債権及び破
産債権更生債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

（2）完成工事補償引当金
完成工事に係る契約不適合責任に基づき要する費用に備えるため、完成工事高に対する将来の見積補

償額に基づいて計上しております。
（3）工事損失引当金

受注工事の損失に備えるため、工事損失の発生が見込まれ、かつ、その金額を合理的に見積ることが
できる工事についてその見積額を引当計上しております。

（4）役員退職引当金
役員の退職慰労金の支出に備えるため、役員退職慰労金内規に基づく期末要支給額を計上しておりま

す。
4． 退職給付に係る会計処理の方法

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における見込額に基づき、退職給付債務から年金資
産の額を控除した額を計上しております。

（1）退職給付見込額の期間帰属方法
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を、当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法に

ついては、給付算定式基準によっております。
（2）過去勤務費用及び数理計算上の差異の処理方法

過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法に
より費用処理しております。
数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（10年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しております。



5． 重要な収益及び費用の計上基準
完成工事高及び完成工事原価の計上基準

（1）電気設備工事事業（完成工事）
電気設備工事事業において、主として鉄道工事、情報通信工事、設備工事を行っております。
鉄道工事は、さまざまな鉄道網における、通信・信号・電灯電力・電車線・変電などの鉄道電気設備

の設計・施工を行い、情報通信工事は、携帯電話基地局の建設や通信ネットワークの構築、通信ネット
ワーク設備の保守業務を手掛け、設備工事は、オフィスビルや公共施設、道路・トンネル・橋梁照明の
電気設備や太陽光発電設備などの再生可能エネルギープラント関連工事にも携わっております。
電気設備工事事業において、工事契約に係る収益認識に関する、一定の期間にわたり充足される履行

義務は、期間がごく短い工事を除き、履行義務の充足に係る進捗度を見積り、当該進捗度に基づき収益
を一定の期間にわたり認識しております。なお、一時点で充足される履行義務は、工事完了時に収益を
認識することとしております。

（2）不動産賃貸事業（兼業事業）
不動産賃貸事業については、その賃貸契約期間にわたって収益を認識しております。

6． その他連結計算書類作成のための重要な事項
ヘッジ会計の方法
金利スワップについては、特例処理の要件を満たしているため、特例処理を採用しております。

【３】重要な会計上の見積りに関する注記
工事契約における収益認識

（1）当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額
（一定の期間にわたり履行義務を充足する工事契約に関する収益認識した工事のみ）

完成工事高 15,292,196千円
完成工事未収入金 6,925,081千円
未成工事受入金 1,180,505千円

（2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
工事契約における収益認識については、履行義務を充足するにつれて、一定の期間にわたり収益を認

識する方法によっております。履行義務の充足に係る進捗度の見積りの方法は、原則として見積工事原
価総額に対する発生原価の割合（インプット法）で算出しております。工事原価総額の見積りの前提条
件は必要に応じて見直しを行い、変更があった場合には、その影響額が信頼性をもって見積ることが可
能となった連結会計年度に認識しております。また、将来工事原価総額の見積りの前提条件の変更等
（工事着手後に判明する現場の状況の変化等）により、工事原価総額の見積りには不確実性が伴い、当
初見積りの変更が発生する可能性があり、翌連結会計年度に係る連結計算書類において認識する金額に
重要な影響を与える可能性があります。

【４】連結貸借対照表に関する注記
有形固定資産の減価償却累計額

3,238,317千円



【５】連結株主資本等変動計算書に関する注記
1． 当連結会計年度末日における発行済株式の種類及び総数 普通株式

10,000,000株
2． 当連結会計年度中に行った剰余金の配当に関する事項
（1）配当金支払額等

2025年５月27日開催の取締役会において次のとおり決議しております。
普通株式の配当に関する事項
配当金の総額 227,674千円
１株当たりの配当額 23円
基準日 2025年３月31日
効力発生日 2025年６月26日

（2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの
2026年５月26日開催の取締役会において次のとおり決議しております。

配当金の総額 277,158千円
配当の原資 利益剰余金
１株当たりの配当額 28円
基準日 2026年３月31日
効力発生日 2026年６月29日

【６】金融商品に関する注記
1． 金融商品の状況に関する事項
（1）金融商品に関する取組方針

当社グループは、資金繰計画に照らして、必要な資金を調達しております。一時的な余資は安全性の
高い金融資産で運用し、また、短期的な運転資金を銀行借入により調達しております。

（2）金融商品の内容及びそのリスク
営業債権である受取手形及び完成工事未収入金は、顧客の信用リスクに晒されております。投資有価

証券は、主に取引企業との業務に関連する株式であり、市場価格の変動リスクに晒されております。
営業債務である支払手形、電子記録債務及び工事未払金は、ほとんど１年以内の支払期日でありま

す。借入金、社債、ファイナンス・リース取引に係る債務は、主に運転資金及び設備資金に必要な資金
の調達を目的としたものであり、償還日は決算日後、最長で５年後であります。

（3）金融商品に係るリスク管理体制
① 信用リスクの管理

当社は、営業債権について、営業部門及び経理部門が主要な取引先を定期的にモニタリングし、取
引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減
を図っております。



② 市場リスクの管理
投資有価証券については、定期的に時価や発行体の財務状況を把握し、また、満期保有目的の債券

以外のものについては、取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。
③ 資金調達に係る流動性リスク

当社は、各部署からの報告に基づき経理部が適時に資金繰計画を作成・更新することにより、流動
性リスクを管理しております。

2． 金融商品の時価等に関する事項
2026年３月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額につい

ては、次のとおりであります。
なお、市場価格のない株式等（連結貸借対照表計上額408,531千円）は、「投資有価証券②その他有価

証券」には含めておりません。
（単位：千円）

連結貸借対照表計上額 時価 差額
（1）投資有価証券

①満期保有目的の債券 202,486 191,770 △10,716
②その他有価証券 8,885,029 8,885,029 −

資産計 9,087,515 9,076,799 △10,716
（2）社債 80,000 80,000 0

負債計 80,000 80,000 0
（注） 時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明

金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つの
レベルに分類しております。
レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算定した時価
レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用いて算定した時価
レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価
時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ属するレベ

ルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

現金は注記を省略しており、預金、受取手形、完成工事未収入金、支払手形、電子記録債務及び工
事未払金、並びに短期借入金は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似することから、注記を
省略しております。



【７】賃貸等不動産に関する注記
1． 賃貸等不動産の状況に関する事項

当社では、本店ビル及び恵比寿ビジネスタワーの一部を賃貸しております。
2． 賃貸等不動産の時価に関する事項

（単位：千円）
連結貸借対照表計上額 時価

925,959 3,560,759
（注）1． 連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。

2． 当期末の時価は、不動産鑑定評価に基づいて算定した金額であります。

【８】１株当たり情報に関する注記
1． １株当たり純資産額 3,029円89銭
2． １株当たり当期純利益 138円88銭

【９】収益認識に関する注記
1． 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（単位：千円）
報告セグメント

合 計
電気設備工事事業 不動産賃貸事業

一時点で移転される財 22,899,847 − 22,899,847

一定の期間にわたり移転される財 15,292,196 − 15,292,196

顧客との契約から生じる収益 38,192,043 − 38,192,043

その他の収益 − 295,542 295,542

外部顧客への売上高 38,192,043 295,542 38,487,585

2． 収益を理解するための基礎となる情報
収益を理解するための基礎となる情報は、連結計算書類 連結注記表【2】重要な会計方針に係る事項に

関する注記 5.重要な収益及び費用の計上基準に記載のとおりであります。

3． 当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報
当連結会計年度末においての残存履行義務に配分した取引価格の総額は、18,129,016千円であります。

当該取引価格は最長で４年以内に収益として認識されると見込まれております。


